
宇宙基本計画（平成２７年１月９日 宇宙開発戦略本部決定）関係箇所抜粋 

 

ⅸ）宇宙科学・探査及び有人宇宙活動 

・宇宙科学・探査及び有人宇宙活動は、人類の英知を結集して、知的資産を創出

し、宇宙空間における活動領域を拡大するものであり、これまで多くの我が国の

プロジェクトが世界的に高い評価を受けている。これまでの様々なプロジェク

トを通じて培ってきた技術力と実績をベースに、宇宙分野における世界的な成

果の創出や国際的な発言力の確保等を目指し取組を進める。（文部科学省） 

 

・学術としての宇宙科学・探査は、今後とも世界的に優れた成果を創出し人類の

知的資産の創出に寄与する観点から、ボトムアップを基本として JAXAの宇宙科

学・探査ロードマップを参考にしつつ、今後も一定規模の資金を確保し、推進す

る。 

そこで、今後 10年間では、戦略的に実施する中型計画に基づき 3機、公募型

小型計画に基づき 2 年に 1 回のペースで 5 機打ち上げるとともに、多様な小規

模プロジェクトを着実に実行する。具体的には、Ｘ線天文衛星(ASTRO-H)、ジオ

スペース探査衛星(ERG)、水星探査計画（BepiColombo）等のプロジェクトを進め

る。また、国際共同ミッションである次世代赤外線天文衛星(SPICA)の 2020年代

中期の打ち上げに関する検討も行う。さらに、現在 JAXA宇宙科学研究所（ISAS）

において検討中のプロジェクトについては、検討結果を踏まえ、着実に進める。 

太陽系探査科学分野については、効果的・効率的に活動を行える無人探査をボ

トムアップの議論に基づくだけでなく、プログラム化も行いつつ進める。プログ

ラム化においては、月や火星等を含む重力天体への無人機の着陸及び探査活動

を目標として、特に長期的な取組が必要であることから、必要な人材の育成に考

慮しつつ、学術的大局的観点から計画的に取り組む。（文部科学省） 

 

（略） 

 

・国際有人宇宙探査については、計画が今後国際的に検討されるものであること

から、他国の動向も十分に勘案の上、その方策や参加の在り方について、外交、

産業基盤維持、産業競争力強化、科学技術等に与える効果と要する費用に関し、

厳しい財政制約を踏まえつつ、厳格に評価を行った上で、慎重かつ総合的に検討

を行う。（文部科学省） 
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